
Ⅱ【報告】神戸市地域活動推進委員会による答申について 

地域協働局 

１．概要 

社会・経済情勢の変化により、地域住民間のつながりや地域への帰属意識の希薄化が進行し
ている一方で、近年、社会貢献に対する意識の高まりを受け、地域貢献活動に参画する NPO
や企業、大学、個人の存在が注目されるなど、市民のライフスタイルや地域コミュニティに大
きな変化が生じている。 

こうした社会状況の変化を踏まえ、持続可能な地域社会のあり方や市が取り組むべき施策の
方向性を検討するため、令和５年 7 月に「神戸市民による地域活動の推進に関する条例」に基
づき、市⾧の附属機関である地域活動推進委員会に対し「神戸市域における、持続可能な地域
社会に向けた市民・団体・行政の関係性の構築のあり方と協働を促す仕組み」について諮問を
行い、この度、市⾧へ答申の提出を受けたところ。 

２．地域活動推進委員会の調査・審議状況 

令和５年度 諮問 
地域活動推進委員会（４回） 
ワーキンググループによる地域活動団体等へのヒアリング（38 回）

令和６年度 地域活動推進委員会（４回） 
ワーキンググループによる地域活動団体・NPO 等との意見交換会（３回）

令和７年度  答申の手交（４月 30 日） 

３．答申 

（1）概要（別紙１参照）

・従来からの主要な活動主体である地縁団体だけではなく、多様な活動主体が多様な観点

で地域にかかわり、対話・連携を行いながら自律的に地域課題を解決する、持続性のある

地域の姿を目指す。

・若い世代が地域に興味・関心を持つ機会の創出や、企業・大学と地域との接点を増やす

仕組みづくりが必要である。

・新たな活動主体や個人も含めた多様な主体がつながりを育む「場」づくりや、誰もが参

画しやすい環境づくり、主体間のネットワーク構築やコーディネートなどの支援を、多様

な主体の一員でもある市が行うべきである。

（2）答申書

別紙２のとおり

４．今後の予定 

答申の内容を踏まえ、地域団体、個人、行政など多様な活動主体同士が、積極的に対話でき

るオープンミーティングなどの場を設け、そこで収集した地域協働に関係する意見を次期総合

基本計画へ反映させる。 
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将来に向けて神戸市がめざすべき持続可能な地域社会のあり方

ー対話がつなぐ地域協働のまちづくり ー

地域内に、住民同士がつながるきっかけとなる場が複数あり、

だれもが気軽に参加し地域の課題について対話する機会が設けられ、

そこで共有される地域の将来像を多様な主体による地域協働で

実現しようとする地域社会

人口減少・少子高齢化

NPOと企業・個人等の
コーディネートへの
ニーズ増地域団体の担い手不足

孤独・孤立など
地域課題の
多様化

地域内の
柔軟なネットワーク

地域に興味・関心を持つ
企業・大学・個人など
新たな活動主体の活躍

持続可能な地域社会に向けた市民・団体・行政の関係性のあり方と協働を促す仕組みに関する答申（ 概要）

現状・課題 地域活動の
新たな動き

今後の
方向性

身近な場所が
地域住民の
つながる場へ

多様な主体が地域課
題解決に向けて話し
合える地域づくり

住民の多様化
地域のつながりの希薄化

（ イメージ） カフェを拠点とした交流促進｜sla café

住民同士のつながりの
再構築

別紙１
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１ ． 出会いの場・交流の場をつくる

ー課題の共有や対話ができる関係性に向けて、

地域住民間のつながりを育む

○多様な出会い・交流の場づくり
・誰もが利用できる地域の拠点や、民間施設やオンラインを活用した多様な交流の
場所や機会があり、これらが人と人との接点になるような環境をつくるべき

○ 「つなぐ人材」の発掘・育成
・対話を通じてニーズを把握し、地域資源をつないでいくスキルを持つ「つなぐ人材」が

場にいることが重要

○地域活動の意義ややりがいを伝え、当事者意識を育む
・全世代に向けて地域活動の意義を伝えていく必要
・特に若い世代には学校での探究学習等を活用して地域に興味・関心を持つ機会を
増やすべき

「対話がつなぐ地域協働のまちづくり」の実現に向けた市への提言
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○多様な主体が参画しやすい環境を整える
・NPOや企業、大学、個人などが、それぞれの興味・関心や必要性に基づき、
地域活動へ可能な範囲内で部分的に参画しやすい仕組みづくりが必要

○企業・大学へのアプローチ
・地域貢献の事例発信や活動の提案、マッチングなどにより企業・大学と地域との接点を
増やすべき

○地域活動の棚卸し・持続可能なあり方の検討
・研修などを通じてICTの導入や一部活動の外部委託等の負担軽減のための新たな
手法を提示すべき

２ ． 地域活動への関わり方を広げる

ー多様な活動主体の参画に向けた仕組みづくり

「対話がつなぐ地域協働のまちづくり」の実現に向けた市への提言
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○当事者としてのまちづくりへの参画
・職員が担当業務以外でも地域に関わる機会の創出、主体的に地域活動をしたい職員
に向けた特別休暇制度の検討等、まちづくりに参画しやすい職場環境づくりが必要

○地域協働に向けたネットワークづくりとコーディネート
・多様な主体が参加する分野横断的な情報共有の場づくりや交流会の開催など、
活動主体同士がつながる機会を市が創出することが重要

○チームとしての地域担当制
・区地域協働課とともに、同じ地域に関わる本庁の福祉・防災等の各部署及び区の健康・
福祉部門、学校関係など他組織の関係者も含めた総合的な支援チームで複数の地域
を受け持つ仕組みづくりが必要

○地域支援体制の強化・人材育成
・区地域協働課の業務見直し・スキルアップ、担当者をスーパーバイズする専門職員の
配置等、市の組織体制を地域協働の促進に向けてデザインするべき

「対話がつなぐ地域協働のまちづくり」の実現に向けた市への提言

３ ． 市も多様な主体と共にまちづくりに参画し、
ネットワークを支える

ー自律的な地域協働に向けて主体間の
コーディネートに取り組む
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答申 

持続可能な地域社会に向けた 

市民・ 団体・ 行政の関係性の構築のあり 方と

協働を促す仕組みについて 

令和 7 年 4 月 

神戸市地域活動推進委員会 

別紙２
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目次 

はじ めに 

１ ． 神戸市の地域コ ミ ュ ニティ の特性 

２ ． 地域の現状と 課題 

（ １ ） 地域を 取り 巻く 環境の変化 

（ ２ ） 地域活動の現況調査及び課題 

３ ． 神戸市がめざすべき 持続可能な地域社会のあり 方 

  「  対話がつなぐ 地域協働のまちづく り  」

４ ． めざすべき 姿に向けた市への提言 

（ １ ） 出会いの場・ 交流の場をつく る 

―課題の共有や対話ができ る関係性の構築に向けて、 地域住民間のつながり を 育む 

（ ２ ） 地域活動への関わり 方を広げる 

―多様な活動主体の参画に向けた仕組みづく り  

（ ３ ） 市も 多様な主体と 共にまちづく り に参画し 、 ネッ ト ワーク を 支える 

―自律的な地域協働に向けて主体間のコ ーディ ネート に取り 組む 

おわり に 
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はじ めに 

 社会・ 経済情勢の変化により 、 地域住民間のつながり や地域への帰属意識の希薄化が進

行し ている。 住みよいまちづく り の中心を 担っ てき た地域団体（ ※１ ） は構成員の減少や

役員の高齢化・ 負担増、 活動の担い手不足と いっ た課題を 抱えており 、 将来に向けた地域

社会の持続可能性に不安を感じ ると いう 声も 聞かれる。 一方、 近年、 社会貢献に対する意

識の高まり を 受け、 地域貢献活動に参画する NPOや企業、 大学、 個人の存在が注目さ れて

いる。  

 神戸市は 2015 年に策定し た「 地域コ ミ ュ ニティ 施策の基本指針（ 目標年次： 2020 年度）」

に沿っ て地域コ ミ ュ ニティ 施策を 進めてき たが、 こ う し た社会状況の変化を 踏まえ、 持続

可能な地域社会のあり 方や市が取り 組むべき 施策の方向性を 検討するため、 2023 年 7 月

に本委員会に対し 「 神戸市域における、 持続可能な地域社会に向けた市民・ 団体・ 行政の

関係性の構築のあり 方と 協働を促す仕組みについて」 諮問を行っ た。  

こ の度、 本委員会と し て神戸市内の地域コ ミ ュ ニティ の現状・ 課題を 調査し 、 市が目指

すべき 姿と 市に求めら れる施策について審議を 重ねた結果と し て、 次のと おり 答申を 行う 。 

 なお、 今回の答申は、 神戸市内の各地域の特性が非常に多様であるこ と を踏まえ、 画一

的なコ ミ ュ ニティ 組織のあり 方（ 協議会型など） を提示するのではなく 、 地域特性に応じ

て柔軟に持続可能な地域社会づく り を進めるための方策を 示すも のである。  

１ ． 神戸市の地域コ ミ ュ ニティ の特性 

 神戸市内には都心部から 既成市街地、 ニュ ータ ウンや農村部まで多様な特性を 持つ地域

が広がっ ており 、 その特性によっ て地域におけるつながり の程度も 様々である。 各地域に 

一定の 

※１ 地域団体：⾃治会、婦⼈会、ふれあいのまちづくり協議会など、地域住⺠を中⼼として構成さ
れ、一定の地域に居住する⼈を対象に活動する団体をいう。 
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は自治会・ 婦人会等の地域団体や、 概ね小学校区単位で結成さ れるふれあいのまちづく り

協議会などのテーマ別地域団体がある。 こ れら の地域団体に対し て、 原則と し て包括的な

運営費補助を せず、 活動ごと の補助制度を 構築し てき たこ と 、 地域福祉や地域防災などの

行政目的に応じ てテーマ別団体を つく っ てき たこ と も 市のコ ミ ュ ニティ 施策の特徴であ

る。 さ ら に、 連合自治会が中心と なっ てコ ミ ュ ニティ を 形成し てき た地域、 ふれあいのま

ちづく り 協議会が地域の諸団体のネッ ト ワーク と し て機能し ている地域など、 その実態は

多種多様と なっ ている。  

 1995 年の阪神・ 淡路大震災から の復興の過程では、地域のつながり や自治意識の大切さ

が実感さ れると と も に、 NPO や、 NPO の活動を 支援する中間支援団体が発展し てき た。 現

在、 震災から 30 年を 経て、 震災を契機と し て認識し た地域のつながり 等の大切さ につい

て実感を持つ市民（ ※２ ） は減っ てき ていると 思われるが、 やはり こ の経験や実感は市の

特性であり 、 地域コ ミ ュ ニティ を 考える際の強みであると 考えら れる。  

また、 震災後の財政状況の悪化により 地域への事業委譲が促進さ れるなか、 市は、 市民

と 市と がそれぞれに責任と 役割を 自覚し ながら 相互に補完・ 協力し て課題解決を図るため

「 協働と 参画の３ 条例」 を 2004 年に策定し 、 市民と 市のパート ナーシッ プ関係に基づく

協働と 参画のまちづく り を近年まで推進し てき た。  

 直近の市の施策と し ては、 地域貢献相談窓口の設置など、 多様な主体による地域協働の

促進に向けた取組みを 進めている。こ れは市の特性と し て NPO等の活動が活発であるこ と 、

また、 近年、 興味・ 関心や必要性により 地域貢献活動に参画する企業や大学、 個人等が出

てき ているこ と 、 地域課題が多様化・ 複雑化し て地域団体だけでは対応が困難であるこ と

などから 、 新たな主体の参画により 地域課題解決を めざそう と するも のである。

 ※２ 市⺠：市内に住み、働き⼜は学ぶ者、市内で活動する地域組織、ＮＰＯその他の団体及び市内
に事務所⼜は事業所を有する法⼈をいう。（神⼾市⺠による地域活動の推進に関する条例 
第 2 条第 1 項） 
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２ ． 地域の現状・ 課題 

（ １ ） 地域を取り 巻く 環境の変化 

 全国的な少子・ 高齢化に伴う 人口の自然減が進み、 神戸市においても 想定を 超えるスピ 

ード で人口減少が進んでいる。 国勢調査ベースでは 2010 年の 154. 4 万人を ピーク に、

2015 年の国勢調査において、 戦災、 震災以外の局面で初めて人口が減少し た。  

将来人口推計の結果では、 総人口の減少が続き 、 2030 年の人口は 145. 4 万人になるも

のと 見込まれ、 2030 年には、 生産年齢人口が 2015 年に比べて 10 万人前後減少する一

方で、 高齢者人口は 5 万人以上増加すると 見込まれている。  2050 年には高齢者人口が

減少に転じ るが、 高齢化率が 40％に達し 、 人口の４ 割が高齢者と いう 時代が到来すると

予測さ れている。  

■神⼾市⼈⼝推計結果

 また、 神戸市内では単身で暮ら す高齢者が増加し ており 、 特に女性の単身世帯が多く な

っ ている。2024 年の石川・ 能登半島地震においても 超高齢化社会における人手不足や空き

家の増加等による災害対応の難し さ 、 地域のニーズがう まく 行政に伝わら ないなどの課題

が顕在化し たが、 今後、 更なる高齢化が進展する中で、 高齢者の見守り や災害時の避難支

(出典)神⼾市⼈⼝ビジョン(令和 2 年 3 ⽉) 
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援等、 地域での共助が必要と なるこ と は疑う 余地がない。 そし て、 市と 地域に関わる多様

な主体と が対等な立場でまちづく り に参画すると いう 平時の経験が、 復興の過程でも 必要

になる。 近年の災害の頻発化・ 激甚化や、 南海ト ラ フ 地震が今後 30 年以内に発生する確

率が 80%程度であるこ と から すれば、 対策の検討は喫緊の課題である。  

 その他、 共働き 世帯の増加に伴い従来の地域活動に参加し にく い現役世代が増加し 、 ま

た市内の外国人数がコ ロナ禍以降急増（ 2025 年 1 月末： 神戸市推計人口のう ち約 3. 9％）

するなど、 地域住民の多様化が進んでいる。 さ ら に、 旧来の地縁を離れて利便性の高い都

市部で暮ら す世帯が増える一方、 高度経済成長期以降に開発し たニュ ータ ウンでは、 オー

ルド タ ウン化の進行や都市のスポンジ化が顕在化し ていく こ と が想定さ れるなど、 地域住

民のつながり の希薄化を 助長するよう な状況も 生まれている。

（ ２ ） 地域活動の現況調査及び課題 

本委員会は諮問を受け、 こ れまで地域団体を中心と し て機能し てき たこ と（ 公共サービ

ス・ 地域内の共助） に様々な問題が生じ ており 、 さ ら に進行、 拡大する可能性が高いと い

う 認識から 、 地域が担っ てき た諸活動について、 活動主体へのヒ アリ ング及びアンケート

を 中心と し た現状調査を 実施し た。  

（ 調査の概要）

主な対象団体等 主な現状 

道路・ 河川・ 公園等

の維持管理活動を担

う 地域団体 

・ 道路愛護団体、 河川愛護団体、 美緑化ボラ ンティ アいずれも 担い手不足

が課題。 約 55％が 10 年後の活動維持・ 継続は難し いと 回答

・ 地域活動が生き がいや地域のつながり に寄与し ている側面も ある

地域福祉分野の NPO

等 

・ 資金や人材、 認知度不足により 継続に課題を抱える団体が多い

・ 行政による企業等と のコ ーディ ネート やネッ ト ワーク 支援にニーズ

・ 令和 4 年度市内地域組織基礎調査においては、 約 4 割が活動の継続に必
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要なこ と と し て、 財源の増、 リ ーダー育成、 他団体と の連携と 回答 

自治会、 婦人会、 ま

ちづく り 協議会 

・ 各区で実施し ている婦人市政懇談会及び住民自治組織と の懇談会におい

ては、 意見・ 要望の約 7 割が道路等に関するも のであるなど、 自治会・ 婦

人会の意見集約機能には偏り が見ら れる。 一方、 まちづく り 協議会等テー

マ型の地域団体において合意形成機能が維持さ れているケースも ある

・ 市が幅広い地域住民の意見を反映するにはオンラ イ ンの活用が必須

地域貢献活動のプレ

ーヤー、 コ ミ ュ ニテ

ィ カ フ ェ 等の運営主

体 

・ 地域への関心や帰属感は薄いが、 災害時等の共助は必要と 認識

・ 興味・ 関心や必要性により 地域貢献し たいと 考えるプレーヤーの存在

・ なお、 地域活動に興味のある人材へのアンケート によると 、 回答者の約

50％が現在の活動のきっ かけは過去に地域活動・ ボラ ンティ アに参加し た

経験と のこ と

・ 民間のカ フ ェ や書店が、 地域住民間のつながり や、 地域活動へのき っ か

けをつく る「 場」 と し て機能し ている事例あり

 地域団体に関する現状調査から は、 地域のつながり の希薄化や地域団体の弱体化がこ れ

まで以上に進行し ているこ と が判明し た。例えば、市内自治会の登録数は 2019 年から 2023

年の５ 年間で約 15％減少し 、 その他の地域団体も 年々減少し ている。 また、 各区で実施し

ている地域団体と の懇談会において要望さ れる意見にも 偏り が見ら れた。 なお、 今回の調

査以外にも 、 高層集合住宅建設により 人口は増加するが、 集合住宅の住民と 周辺地域と の

つながり を つく るこ と は難し いと いう 地域住民の声も ある。 地域住民のニーズを 把握する

ためには、 地域の意見集約・ 合意形成機能を 維持するこ と は重要であり 、 新たな方策を 検

討する必要がある。  
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 また、 孤独・ 孤立など地域福祉分野の活動に取り 組む NPO等へのヒ アリ ングから は、 資

金面や人材面の支援に加え、 地域内の企業・ 事業者や、 団体に属し ていない個人と のネッ

ト ワーク 支援、 市による連携先のコ ーディ ネート へのニーズがあるこ と が分かっ た。

さ ら に、 新たな地域貢献活動のプレ ーヤーへのヒ アリ ングやアンケート から は、 自分の

興味や関心・ 必要性によっ て活動に取り 組んでいるこ と や、 カ フ ェ や書店など身近な場所

で地域のつながり が生まれる可能性があるこ と が分かっ た。  

 こ れら の調査結果を 受け、 本委員会と し ては、 こ れまでの地域団体を中心と し た地域ニ

ーズ把握のあり 方を状況に応じ て見直すべき であるこ と や、 地域住民と 地域活動主体（ ※

３ ）、 又は活動主体同士が各地域での将来像や課題などを テーマと し て交流する 場や、 一

緒に活動する機会が少ないこ と が課題であると 考えた。 こ の課題を 踏まえると 、 今後、 市

はさ ら にネッ ト ワーク 形成への支援や、 地域団体と NPO等市民団体と をつなぐ 役割を果た

すべき である。 また、 新たな活動主体を増やすためには、 地域に貢献し たいと いう 想いを

実現さ せる新たなき っ かけ・ 場づく り につながる新たな取組みが有効と なる可能性がある。 

さ ら に、 道路・ 河川や公園の維持管理活動を 行う 地域団体に対する調査結果を 踏まえる

と 、 現状のまま地縁・ 義務感に基づく 活動を 維持するこ と は難し い。 高齢化に伴う 負担増

に加えて、 後継者が見つから ずに、 同じ 人が何役も 担っ ていると いう 状況も 、 大き な課題

と なっ ている。 市は、 こ れまで包括的に地域に任せてき たこ と について、 何を 市が担保す

べき で、 何を 地域が担う のか、 そし て何を行政と 地域と で分け合いながら 実現し ていく の

が効果的であるかの棚卸し を する必要がある。

 また、 各地域にと っ て必要な活動やその優先度についても 、 こ れまで以上に地域住民自

身が当事者意識を も っ て話し 合えるよう な関係性を つく っ ていく こ と や、 既存の地域コ ミ

ュ ニティ の範囲内だけでは課題解決が困難な場合に、 外部から も 多様な主体の参画を 促す

よう な市の役割を 強化するこ と が求めら れる。  

 ※３ 地域活動主体：地域の課題を解決することを目的とし、営利を目的としない公益的な活動を行う
地域団体や NPO、企業・大学等の団体及び個⼈ 
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 なお、 調査結果を 受けて、 地域での住みやすいく ら し を 守るための地域活動や、 それを

可能にする 地域のつながり が重要である こ と には変わり がないこ と についても 改めて認

識し た。 地域活動への参画には、 それ自体に、 孤独・ 孤立を防ぐ よう な地域住民間のつな

がり を 育む、く ら し のなかでの自己実現や自己肯定感を高めると いっ た効用がある。市は、

社会意識の変化を 踏まえて新たな方策を 検討し ながら も 、 地域活動の意義を継承・ 発展し

ていく 必要がある。  

■活動団体へのアンケート調査結果
問：貴団体における将来の活動状況についてお聞かせください

【道路愛護団体】回答数 61 

【河川愛護団体】回答数 45 

【美緑花ボランティア団体（公園管理会）】回答数 521 
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３ ． 神戸市がめざすべき 持続可能な地域社会のあり 方 

対話がつなぐ 地域協働のまちづく り

―地域内に、 住民同士がつながるき っ かけと なる場が複数あり 、 だれも が気軽に参加し 地

域の課題について対話する機会が設けら れ、 そこ で共有さ れる 地域の将来像を多様な主

体による地域協働で実現し よう と する地域社会 

 今後のさ ら なる少子高齢化や社会状況の進展に伴い誰も が孤独・ 孤立などの課題を 抱

える可能性が高まっ ている。 その中で安心し て地域での生活を続けていく ためには、 地

域住民間のつながり や支え合いがこ れまで以上に求めら れる。 さ ら に、 人口減少による

行政資源の不足を 踏まえると 、 行政が全ての課題に対応するこ と は難し く 、 それぞれの

地域において、 課題を 解決する方策や、 生活に必要なサービスを 維持するために優先し

て取り 組むべき こ と について、 地域で合意形成を 図る必要が生じ るこ と が予想さ れる。  

 し かし ながら 、 こ れまで述べてき たよう に、 地域団体を 中心と し た住民間のつながり

づく り や支え合い、 合意形成の機能には課題が生じ ている。 そのため将来に向けては、

地域団体に限ら ず、 地域に住む住民同士のつながり を構築するこ と や、 多様な主体が地

域づく り に参画し 、 地域社会を持続可能なも のにし ていく こ と ができ るよう な新たな手

法が必要である。 以上を 踏まえ、 当委員会は、 市がめざすべき 持続可能な地域社会のあ

り 方と し て「 対話がつなぐ 地域協働のまちづく り 」 を掲げたい。  

 対話にはメ ンバーやテーマ、 場、 形式などによっ て様々な形があるが、 参加者が当事

者意識を持っ て参加する、 意見や立場の違いを 認めて対等な立場で相互理解を 深める、

関心を 持っ て結果に携わるなど、 多様な市民や地域活動主体、 地域コ ミ ュ ニティ が共生

する神戸市において必要不可欠なも のである。 市は現状を 踏まえ、 積極的に交流の場や

対話の場を 設け、 地域のつながり や合意形成に向けた関係性づく り に取り 組むべき であ

る。  
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 そし て、 こ れまで地域での生活を 相互に支え合う ために義務や慣習により 引き 継がれ

てき た活動のう ち、 こ れから も 必要な活動については継続さ れるよう にその意義を 伝え

ると と も に、 新たに多様な市民が興味・ 関心や必要性をき っ かけに地域と 関わるこ と を

後押し する仕組みを整えるこ と により 、 地域課題の解決や地域住民の自己実現・ 自己肯

定感の向上を 図り 、 地域社会の持続可能性を 高めていく 必要がある。  

４ ． めざすべき姿に向けた市への提言 

「 対話がつなぐ 地域協働のまちづく り 」 に向けて、 次の３ つを 柱と し て具体的な方策に取り

組むこ と を市へ提言する。

対話がつなぐ 地域協働のまちづく り

出会いの場・ 交流の場をつく る

地域活動への関わり 方を 広げる

市も 多様な主体と 共にまちづく り に参画し 、 ネッ ト ワーク を支える

（ １ ） 出会いの場・ 交流の場をつく る 

―課題の共有や対話ができ る関係性の構築に向けて、 地域住民間のつながり を 育む 

〇多様な出会い・ 交流の場づく り

 個人と し ての生活スタ イ ルが優先さ れる 社会において地域住民間のつながり を 育むた

めには、 多様な出会い・ 交流の場（ 場所及び機会） が必要である。 公共施設を全ての地域

住民に開かれた地域の拠点と し て活用するこ と も 有効であるが、 それ以外にも 、 仕事で地

域にいる時間が少ない、 誰かと つながり たいけれど公共の場には参加し にく いなど、 個々

の生活習慣やニーズに合わせて選択でき るよう な場が複数あるこ と が望まし い。  
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 また、 近年、 ひき こ も り やヤングケアラ ーなど、 孤独・ 孤立の状況にあり 、 外部と つな

がれずに困難を抱える人も 増えている。 そう いっ た状況にある本人や周り の人が、 身近な

場で同じ 地域に住む人と 接点を持ち、 支援につながる情報を 得ら れるよう な環境を 整える

こ と が求めら れる。  

 さ ら に、 こ れら の多様な場を 通じ て、 こ れまで周り に届かなかっ た声を 地域が認識し 、

市も その情報を自ら 受け取り に行く よう な、 新たな地域ニーズ把握と それへの対応のあり

方を検討すべき である。  

 市は NPO等と も 協働し ながら 、 小学校区程度の範囲内に、 誰も が利用でき る地域の拠

点と 、 個々のニーズに合わせて選択でき る複数の場があり 、 こ れら の拠点や多様な場が

人と 人と の接点と なっ ていく よう な環境づく り に取り 組まれたい。 なお、 こ れら は公共

施設と し て設置するだけでは十分ではなく 、 民間の施設や店舗、 オンラ イ ンも 活用する

など、 様々な運営形態があるこ と が望まし い。 こ の点、 活動団体から は、 開設場所を 探

すこ と や周り の信頼を 得るこ と の難し さ についての声を聞いた。 市はこ れら を 踏まえ、

空家の活用等による場所の確保や広報への協力等、 積極的に多様な場づく り を促し てい

く べき である。  

カフェを拠点とした交流促進｜sla café
（北区北鈴蘭台） 

多様な住⺠の交流拠点｜まち café なごみ 
（⻄宮市東鳴尾町） 
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〇「 つなぐ 人材」 の発掘・ 育成 

 また、 前述の拠点には場所と し ての機能だけではなく 、 住民や関係する団体・ 組織と

の現場における不断の対話を 通じ てニーズを 把握し 、 地域資源を つないでいく スキルを

持つ人材の存在が必要であり 、 市にはその様な人材を 発掘・ 支援・ 育成し ていく こ と が

求めら れる。 こ のよう な「 つなぐ 人材」 が拠点にいるこ と に加えて、 前述のよう に様々

な人がそれぞれの目的に合わせて拠点に立ち寄れるよう な仕組みが、 地域住民間の多様

なつながり を 育むためには有効である。  

〇地域活動の意義ややり がいを 伝え、 当事者意識を 育む 

さ ら に、 多様なつながり を 対話への参画につなげていく ためには、「 自分たち は地域を

支え、 地域に支えら れるよう な地域社会の一員であり 、 自分が地域活動に参加するこ と

により 自分たちの住む地域を 良く し ていき たい」 と いう 地域住民の当事者意識が育まれ

るこ と が必要である。 そのために、 市は地域活動の意義や実例を あら ゆる世代に向けて

広く 伝える機会を 設けるべき である。 特に若年世代にその意義を 伝えるこ と は、 その後

の生き 方にも 大き な影響を及ぼすこ と から 、 学校での体験学習や探究学習において、 地

域を支える具体的な活動に目を 向け、 地域への興味・ 関心を持つ機会を 増やし ていく 必

要がある。 また、 地域から 行政、 そし て地域から 他の地域への情報共有など、 地域活動

の情報交換が活発化する仕組みづく り も 求めら れる。  

-22-



施策例： 誰かと つながるこ と のでき る拠点づく り

地域福祉センタ ーや NPO等が開設し ている多世代の居場所等を 活用し 、 地域の情報が得

ら れる機能を持たせる、 区職員に地域貢献活動の相談ができ る日や保健師の健康指導を

受けら れる日、 社会福祉協議会の職員に福祉相談ができ る日を設けるなど、 様々なバッ

ク グラ ウンド を 持つ人が訪れ、 つながる仕掛けを市がコ ーディ ネート し ていく こ と も 有

効であると 考えら れる。 深刻な問題を抱えており 匿名性を 担保し た方が参加し やすい方

や、 過疎化し た地域などにおいては、 対面だけでなく オンラ イ ン上の拠点も 有効であ

り 、 その実現策を 検討さ れたい。  

その他の施策 

まつり などの地域資源の継承、 常設型の多世代の居場所の開設・ 運営支援 

探究学習などを 活用し た小中学生から の市民教育（ シティ ズンシッ プ教育（ ※４ ））

 ※４ シティズンシップ教育‥市⺠としての資質・能⼒を育成するための教育。他⼈を尊重するこ
と、個⼈の権利と責任、⼈種・文化の多様性の価値など、社会の中で円滑な⼈間関係を維持す 
るために必要な能⼒を身につけさせる。  出典：デジタル大辞泉（小学館） 

拠点イメージ（例） 
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（ ２ ） 地域活動への関わり 方を広げる 

―多様な活動主体の参画に向けた仕組みづく り

〇多様な主体が参画し やすい環境を 整える 

 従来の地域団体による地域活動は、 当該地域において自分たちの暮ら し を 守るため、

義務感・ 使命感に基づき 包括的に行われるこ と が多かっ た。 し かし 、 現在の地域課題は

対応が容易なも のから 専門性が求めら れるも のまで様々であるため、 効果的な解決に向

けては、 全てに各地域団体が対応するのではなく 、 域外から も 専門性を持っ た団体が関

わるなど多様な主体の参画が必要である。 地域福祉分野における NPOなど、 活動の継続

に課題を感じ ている団体も あるため、 多様な主体が活動を 継続し う るよう 、 各種支援の

充実や、 地域団体や企業と の連携促進にも 市が関わっ ていく こ と が望まし い。  

 また、 様々な社会情勢の変化により 、 地域活動の担い手が使命感のみで包括的な活動

を 行う こ と は負担が大き く 後継者確保の障壁にも なっ ていると 考えら れ、 持続可能と は

言えない。 NPOや企業、 大学、 個人などの多様な主体を巻き 込み、 それぞれの興味・ 関心

や必要性により 可能な範囲内で部分的な参画を 促すこ と 、 そし て活動主体を 増やし てい

く こ と が地域活動の持続化には有効であるこ と を 、 市及び既存地域団体が認識するこ と

が重要である。 市には、 こ れまでの制度のあり 方を 見直すなど、 多様な活動主体が参画

し やすい環境づく り が求めら れる。  

〇企業・ 大学へのアプローチ 

 特に企業については、 一企業、 経済団体、 また企業の社員個人と し てと いっ たよう に

地域活動への参画に大き な影響力を 持っ ており 、 社員の退職後の地域活動にも つながっ

ていく 可能性がある。 大学についても 同様であり 、 さ ら に学生が課外活動を 通じ て大学

の周辺地域と 関わり を 持つこ と で、 卒業後も その地域と の関係性を保ち続けていく き っ

かけと なる場合も ある。  
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 そのため、 企業や大学に向けて、 地域活動の意義や多様な地域貢献の事例を 発信する

こ と 、 活動の提案やマッ チングを 行い地域と の接点を 増やすこ と 、 社員や学生が地域と

と も に活動を つく っ ていく 機会を 設けるこ と など、 市が積極的にコ ーディ ネート 機能を

果たし 、 参画を促し ていく こ と を検討さ れたい。 そし て、 大学などに対し て、 こ のよう

な人材を育成する役割を 果たすよう に働き かけていく こ と が望まれる。  

〇地域活動の棚卸し ・ 持続可能なあり 方の検討 

 なお、 従来の地域団体においても 、 地域に求めら れる活動を 継続し ていく ためには、

こ れまでの活動の棚卸し により 、 持続可能なあり 方を 目指すこ と が望まし い。 市が団体

への研修などを通じ 、 I CT を導入するこ と や活動の一部を 外部に任せるこ と 、 地域住民の

ニーズに沿っ た活動に特化するこ と など、 団体の負担を軽減するための新たな手法を提

示するこ と も 重要である。 加えて、 探究学習の機会などを 活用し 、 地域に必要な活動の

持続化に向けた学校と の連携にも 取り 組まれたい。  

施策例：「 個」 と し ても 参加・ 利用し やすい支援制度への見直し

自ら の興味・ 関心、 必要性によっ て地域貢献をし たいと いう ニーズを 踏まえ、 個人で参

加し やすい仕組みづく り や、 プロジェ ク ト ベースでの活動にも 利用し やすい支援のあり 方

が求めら れる。 そのため、 ボラ ンティ アマッ チングシステム「 ぼら く る」 や「 シニア元気

ポイ ント 」 の更なる活用を 図ると と も に、 補助制度において団体結成を要件と し ないこ と

や、 市が積極的に主体同士のコ ーディ ネート に取り 組むこ と が必要である。  

  その他の施策 

シニア・ 現役世代の参画促進、 地域防災・ 地域福祉の持続化に向けた取組み、

テーマ別の団体交流会の開催支援

地域団体と 新たな団体、 NPOと 企業など、 主体同士のつながり づく り のサポート
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（ ３ ） 市も 多様な主体と 共にまちづく り に参画し 、 ネッ ト ワーク を支える 

―自律的な地域協働に向けて主体間のコ ーディ ネート に取り 組む 

〇当事者と し てのまちづく り への参画 

 地域団体の構成員及び担い手、 行政の人的・ 財政的資源も 減少し つつある現在、 前述

のよう に地域団体を中心と し た市民と 市と の補完・ 協力関係だけで全ての地域課題に対

応するこ と は難し い。 将来の「 対話がつなぐ 地域協働のまちづく り 」 に向けては、 地域

内外の多様な主体が自身の強みを 活かし ながら まちづく り に参画し 、 自律的に地域協働

が進んでいく こ と が重要と なる。 そし て、 市も その主体の一つと し て参画するこ と が望

まし く 、 職員自身が当事者意識を 持っ て地域に関わり を持つと いう 姿勢が求めら れる。  

 そのため、 職員が担当業務以外でも 地域に関わる機会の創出や、 地域協働について学

ぶ研修の実施、 さ ら には職務に関わり なく 主体的に地域活動を行いたい職員に向けた特

別休暇制度の検討など、 職員がまちづく り に参画し やすい職場環境づく り と 職員の関心

の醸成も 重要である。  

〇地域協働に向けたネッ ト ワーク づく り と コ ーディ ネート

 さ ら に、 市は各地域で対話や協働が進むためのネッ ト ワーク づく り やコ ーディ ネート

にも 積極的に取り 組む必要がある。 特に外部から の新たな主体の参画を 促すためには、

分野横断的な情報共有の場づく り や交流会の開催などの機会を 市が創出するこ と が重要

である。 また、 地域内の対話を 進めるためにも 、 対話のき っ かけ（ コ ーディ ネート 役

等） が必要であるため、 地域住民や地域で活動する団体と 接する市の担当を一元化する

こ と や、 担当部署を超えて情報を集約し 共有するこ と が望まし い。  

〇チームと し ての地域担当制 

 事業ごと の担当者がそれぞれ地域と 接するより も 、 特定の担当者が窓口と なっ て地域に

関わり 、 当該地域のニーズや課題、 活動主体の情報等を 集約し た方が、 多様な主体による

地域協働を 効果的に進めるこ と ができ る。 ただし 、 一地域を個人で受け持つ場合、 担当者
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のスキルや人事異動の影響を 大き く 受けるこ と や、 負担が重く なるこ と から 、 複数人のチ

ームで複数の地域を受け持つ仕組みと するこ と が考えら れる。  

 さ ら に、 こ れまで市で導入さ れてき た地域担当制はおおむね区地域協働課の職員による

も のであっ たが、 地域課題の複雑化・ 複合化に伴い対応が困難なケースも 増えるこ と が想

定さ れるため、 今後はその地域に関わる本庁の福祉・ 防災・ 都市計画・ 子ども の健全育成

等の各部署及び区の健康・ 福祉部門に加え、 学校関係や中間支援団体など他組織の関係者

も 含めて、 総合的な支援チームを 構成するこ と が効果的である。  

〇地域支援体制の強化・ 人材育成 

 そし て、 市の支援チームが一体と なっ て地域のネッ ト ワーク を 支え、 コ ーディ ネート

機能を 発揮するためには、 中心と なる区地域協働課の業務見直し やスキルアッ プ、 地域

の窓口と なる各区の担当者を 育成・ 支援する職員の配置など、 市の組織体制を 地域協働

の促進に向けてデザイ ンし ていく こ と も 必要である。 市全体と し て、 職員が実際に地域

支援に取り 組むこ と のでき る仕組みづく り を 支え、 市役所も 各種団体も 持続可能な働き

方の中でサービスを提供し ていく と いう 視点が欠かせない。  

 そのため、 将来の人口減少・ 行政資源の減少を踏まえ、 地域での対話の場づく り や協

働に向けた支援の方法と し ては、 職員による支援に加えて、 中間支援団体等、 民間への

委託等の方法をより 一層活用し ていく こ と が望まし い。 特に、 専門性を備えた中間支援

団体は、 行政資源の不足を補う ため、 また地域活動を 強化するために重要な役割を 担

う 。 福祉・ まちづく り 等各分野で中間支援団体の活性化を 図るこ と 、 そし て中間支援の

スキルを持つ個人を育てるこ と も 検討し ていく 必要がある。

施策例： 区役所を 中心と し た地域担当チームの構築 

 地域ニーズの把握や活動主体の情報収集・ コ ーディ ネート を目的と し て、 区職員に加え

て区社協やあんし んすこ やかセンタ ー、 児童館職員、 学校関係、 そし て中間支援団体や地
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域に開かれた拠点の運営団体など、 地域に関わる外部団体の職員も 交えたチームを 一定の

エリ アごと に構築し 、 支援者が一体と なっ て地域づく り に参画し ていく 。

その他の施策 

区及び小中学校区単位での座談会の開催、 職員のフ ァ シリ テーショ ン能力（ 参加者 

の意見を引き 出す、 対話を サポート するなど） の育成、 民間の中間支援団体と の連携 

おわり に 

本委員会では、 約 2 年間に渡り 、 事務局の協力を 得ながら 地域の実情について調査・ 検討

を おこ なっ てき た。 その中で、 委員間で共有し た課題である地域におけるつながり の希薄化

や地域団体の担い手不足等の問題は、 以前から 課題と 認識さ れていたも のである。 当然、 そ

の折々に市と し ても 対応策の検討・ 実行を 行っ てき たも のであるが、 その進行は止めら れて

いない。  

私たちが委員会と し て調査・ 審議し た結果と し ての診断では、 今後５ ～10 年でこ の状況を

改善でき なければ、 こ れまで地域を 支えてき た地域団体がさ ら に減少し 、 その役割を代わり

に担う 主体も いないと いう 状況に陥る危険性がある。  

一方、 今回の検討における調査やヒ アリ ング結果を 通じ て、 地域のために何かし たいと い

う 想いを 持つ個人や NPO、 企業、 大学等により 、 地域のつながり づく り や地域課題の解決に

向けた取組みがいく つも 生まれているこ と が分かっ た。 その人たちは、 地域活動への参画は

負担感だけではなく 、 人と のつながり をつく る機会でも あり 、 また、 活動そのも のに楽し

さ ・ 自己効用感を感じ ているこ と を 改めて認識し た。  

そのよう な意味で、 いま地域で暮ら すこ と に対する市の関わり 方を 抜本的に見直し 、 方向

転換をおこ なう 時期であると 考えた。 市は、 地域のつながり づく り そのも のを 支援すると と

も に、 より 多様な主体が地域活動に参画でき る仕組みを 構築し なければなら ないのである。  
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さ ら に、 こ れまでのよう に市の施策への協働・ 参画を 促すだけではなく 、 多様な主体が当

事者と し てまちづく り に参画でき るよう 市が主体的にコ ーディ ネート を行い、 さ ら にその一

員と し てと も に課題解決へ取り 組む、 すなわち「 地域協働」 をさ ら に推進し ていく べき であ

る。 多様な特性を持つ神戸市においてこ れら を実現するためには、 様々な主体や場における

「 対話」 が欠かせないと 考えるよう になっ た。  

答申を 踏まえた具体的な施策を 検討・ 実施するこ と により 、 地域のつながり が育まれ、 対

話が活発化し 、 多様な主体による地域協働が実現するこ と を 願う 。 そし て、 こ のよう な地域

協働が実現し た先には、 神戸と いう まちで暮ら すこ と の意義をそれぞれの住民が実感し 、 そ

れぞれが神戸で暮ら す魅力を作り 出し ていく こ と を願う 。  
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